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調停：解決に導く秘訣はあるのか？ 

こちらは、英文記事「Mediation: Is there an art to the deal?」（2022 年 8 月 25 日付）の和訳です。 

 

 
 

調停は海事紛争の解決手段の 1つで、訴訟の回避に役立つ費用対効果の高い方法です。米国で

は一般的に用いられている方法ですが、英国でも普及しつつあります。今回は、紛争を無事に

解決に導く上でのポイントを知るため、調停人や、調停に実際に参加したことのある調停に詳

しい方々にお話を伺いました。 

 

 

調停 - 仲裁や裁判に代わる解決策 

 

調停は、妥協点を見いだし、訴訟を回避できるように手助けする中立的な第三者（調停人）を介在さ

せることを紛争当事者同士が自主的に合意することによって、交渉を促進させる方法です。調停人は

どちらか一方の側に立つのではなく、当事者双方が目の前の問題を理解してそれに集中できるように

手助けをします。調停人は、長いビジネス経験を有する、正式な訓練を受けた専門家がなることが多

いものの、実際には、紛争当事者の合意があれば誰でも務めることができます。 

 

調停は任意であり、秘密が保持されます。当事者は、紛争解決プロセスのどの時点で調停に同意して

も構いません。調停の形式は決まってはいませんが、当事者双方が 1室に集まって行う協議と、各当

事者がそれぞれの部屋で進捗を協議するブレイクアウトセッションから成るのが一般的です。調停人

は、両者間を行き来して和解の成立を図ります。 

 

調停は、仲裁・訴訟などの正式な方法に比べてコストを安く済ませることができます。調停の成否

は、正式な法的手続きを回避する意思、紛争解決のために譲歩する意思が、両当事者にどれだけある

かに大きくかかっています。一般的に、当事者の姿勢や立場が凝り固まっている場合に原則や紛争の

論点に言及するのは適切ではありません。強い主張を持つ当事者であっても、問題を決着させるため
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ならおそらく妥協するでしょう。エイブラハム・リンカーンが警告したように、「訴訟の勝者は最終

的な敗者になり得る」からです。優れた調停人であれば、紛争には時間と回収不能なほどの費用がか

かるだけでなく、紛争を継続することでビジネス上の関係を損ない、結果として損失が生じてしまう

ことを指摘するでしょう。 

 

 

金銭よりも重要な問題に触れる - 米国における調停 

 

米国における海事訴訟の大半は人身傷害に関するもので、米国人船員や港湾労働者、水先人、サーベ

イヤー、旅客など、船舶の乗船中や船舶周辺での作業中に負傷した人が原告となっています。米国連

邦裁判所では、公判を開く前に、管轄区に応じて、和解協議や調停という形で事件を解決するよう求

めるのが一般的です。仮に連邦裁判所が求めない場合でも、州裁判所が調停を推奨しています。調停

を行う場合は、私的調停という形が一般的で、全当事者の同意が必要です。 

 

Gard のニューヨークオフィスの責任者である Michael Leahy は、調停を成功に導くためには、調停

人が調停開始にあたり、「本日は原告がクレームの結果を自ら左右できる貴重な機会である。しか

し、事件をこのまま裁判に持ち込み他人の手に運命を委ねることになれば、この貴重な機会は失われ

てしまう」というメッセージを発することも特に重要だとしています。また、Gard の担当者とその

クライアントに対しては、「後になってあのとき和解しておけばよかったということにならないよ

う、この機会を活かしてほしい」というメッセージが同じくらい重要となります。 

 

調停人の Jacob Munch 氏は、調停会合を開く際には、その目指すところを最初の時点で明確にして

おくことが必要だとしています。Munch 氏は、要求すべき事柄を原告や弁護士などの関係者に確認

してもらうために、調停前に電話会議を設けることもあるそうです。原告は、この調停という場を

「不当な扱いを受けたことに対する気持ちを吐露する」場として使うこともできます。相手方はそれ

に対してきちんと耳を傾けることが重要です。「苦情を認めること、傷害を認めることは、責任を認

めることとは違う」からです。人間的な側面を認めることは、それが誠実な態度であれば、うまく調

停を進めるきっかけになります。       

 

仲裁人でもあり調停人でもある Sandra Gluck 氏は、調停には被告を「情深くする」効果があると感

じているそうです。特に被告が企業の場合は、その企業や保険会社の担当者が原告と直接つながって

いることもあるため、その傾向が強いと話しています。また、「弁護士が許す範囲内で謝罪の言葉を

述べたり、心から共感を示すだけで、反抗心がすっと消えて、解決可能な問題に互いに集中できるよ

うになる」とも語っています。 

 

調停前には各当事者とも「宿題」を終えておかなければならない、というのは米国では共通の認識で

す。各当事者の代理人を務める弁護士は事件に関して、攻められると弱い点、自信を持って主張でき

る点をあらかじめ把握した上で調停に臨む必要があります。また、調停人も法律と事実の両側面から

事件を把握しておかなければなりません。Gluck 氏は、調停というのは両当事者がその時点で合意に
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至らないという意味では「失敗」かもしれないものの、調停人のその後の介入の有無にかかわらず、

1週間後、1か月後など時間が経ってから解決に至る可能性も十分にあると述べています。互いに顔

を合わせて相手方の「言い分」を聞くことで、自分の主張で根拠が薄弱な部分と相手方の主張で根拠

が十分な部分が互いに見えやすくなる傾向にあるためです。 

 

コロナ禍に伴うロックダウン期間中は、調停もオンラインで行われました。外部に情報を漏らさずに

ブレイクアウトセッションを行い、まるで実際に部屋を行き来しているかのように調停人が各当事者

や弁護士の間を移動できる機能を備えたプラットフォームも複数登場しています。このようなオンラ

イン調停は、両当事者の所在地が物理的に離れていて移動が難しい場合にも便利でしょう。ただ、

Gluck 氏はこれまでオンライン調停を実施してきた経験から、互いの発言にすぐに反応できる対面調

停と比べると、オンライン調停はそこまで効率性は高くないとして注意を呼びかけています。 

 

 

法律以外の視点で和解への道を探る - 英国における調停 

 

英国における調停は任意であり、海事分野においては、経験豊富な 2者またはそれ以上の企業間にお

ける紛争を解決する手段として一般的に用いられています。そのため米国と英国では、調停に関わる

当事者やクレームのタイプがまったく異なります。調停人の Stephen Mills 氏によると、英国におけ

る調停は当事者が双方とも企業であるため、共感という要素は米国ほど重要ではないそうです。両者

とも運送に関わる企業であり、契約上の紛争は珍しいことではなく、それを個人的な問題として受け

取ろうとはしないのです。「したがって重要なのは、解決に向けた話し合いの緊張を和らげることで

はなく、話し合いに集中し、お互いが何をもって交渉成功と考えているのかを改めて定義しようとす

ること」だと Mills 氏は述べています。 

 

また Mills 氏によると、両当事者はそれぞれの雇った弁護士に対して紛争解決のベストシナリオを出

すよう求め、そのシナリオを踏まえて調停に臨んでいるため、そこから大きくかけ離れた結末になる

ことを望まない可能性もあります。そのため Mills 氏は、「勝つか負けるかの二分法」ではなく、和

解こそ事件を解決できて両者ともに「勝者」になれる結末だという思考に変える必要があるとしてい

ます。Gard の Chief Claims Officer である Christen Guddal の意見も同様です。「調停はどちらかが

『勝つ』ために行うのではなく、紛争を解決しようとするために行うのである」と述べているほか、

次のようにも話しています。「Gard で調停を行う場合は、目標はあくまで紛争の解決であるという

認識を調停の場で醸成します。つまり、お互いが誠実になった方がよいのです。解決しようという真

摯な姿勢を一方が見せなければ、お互いをさらに激しい対立関係に持ち込むことになってしまいま

す」   
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和解実現の可能性を高めるには 

 

米国、英国双方の調停人にお話しを伺った結果、全員とも、調停を成功に導くための要素として以下

のことを挙げています。 

 

• 真の意思決定者に参加してもらいましょう。調停は非公式であり、弁護士が同席していない

ときの方が合意に至りやすいこともあるからです。 

• 弁護士の果たす役割は重要です。豊富な知識を有し、相手方の話をいつでも聞ける必要があ

ります。賢い弁護士であれば、相手方の主張で根拠が十分な部分、依頼主の主張で根拠が薄

弱な部分をきちんと説明してくれるはずです。 

• 調停を行うタイミングも大切です。基本的な事実関係が分かっていない段階であれば、調停

を行うには早すぎるかもしれません。逆に裁判直前に行っても、両者の主張を変えがたい上

に、裁判の準備で既に多額の費用が発生しているため、失敗に終わる可能性があります。た

だ、行うのであれば遅すぎるよりは早すぎるほうがいいでしょう。早い段階で行って失敗し

ても再度試みればいいだけの話だからです。 

• 最も重要なのは、保険会社も含めた当事者の心構えです。紛争を解決するという真のゴール

に向かって、一丸となる必要があります。 

• 調停で解決すれば、全当事者が出費を抑えることができます。訴訟というのは費用がかかる

だけでなく、提訴から判決が出るまでに年単位の時間も要します。両当事者にとっても、そ

の弁護士と保険会社にとっても、時間とお金は重要な要素です。 

 

重要な原則が絡むような場合には法廷で争うケースもありますが、こうしたことは稀です。そのた

め、大部分の紛争では和解の選択肢を捨ててはいけません。調停とは、当事者双方の金銭的な負担だ

けでなく、金銭面以外の要望や懸念にも対処する臨機応変的な解決策を導き出せる、柔軟性のある非

公式な方法です。また、仮に交渉が失敗に終わっても、調停中の発言などがその後の裁判で証拠とし

て用いられることはありません。 

 

最後に、和解の可能性を高める要素は複数あります。成功の秘訣は 1つではありません。和解の実現

は、芸術であって科学ではないのです。メンバーの皆さまのリスク管理をサポートし、リスクがもた

らす影響に対処しやすくすることは、Gard にとって最も重要な事業目的です。その目的を達成する

ために不可欠な手段である調停を、Gard は今後もサポートしてまいります。 

 

お時間を割いて貴重なご意見をくださった外部関係者の皆さまに感謝申し上げます。 

 

 

Jacob Munch 氏は、現役の海事弁護士であり、認定調停人・仲裁人でもあります。フロリダ州タン

パに拠点を置き、複数の管轄区における紛争調停に携わっています。 



 

本情報は一般的な情報提供のみを目的としています。発行時において提供する情報の正確性および品質の保証には細心の注意を払っていますが、Gard は本情報に依拠

することによって生じるいかなる種類の損失または損害に対して一切の責任を負いません。 

 

本情報は日本のメンバー、クライアントおよびその他の利害関係者に対するサービスの一環として、ガードジャパン株式会社により英文から和文に翻訳されておりま

す。翻訳の正確性については十分な注意をしておりますが、翻訳された和文は参考上のものであり、すべての点において原文である英文の完全な翻訳であることを証す

るものではありません。したがって、ガードジャパン株式会社は、原文との内容の不一致については、一切責任を負いません。翻訳文についてご不明な点などありまし

たらガードジャパン株式会社までご連絡ください。 
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Stephen Mills 氏は、ロンドンにある Sea Mediation Chambers の設立者で、運送保険や海上保険の

紛争調停を専門に行っています。 

 

Sandra Gluck 氏は、海事弁護士であり、ニューヨークの海事仲裁人協会会員でもあります。2005

年 8月から 2018 年 8 月まで Gard North America のプレジデントを務め、現在は調停人・仲裁人と

してのキャリアを磨いています。 

 

 

 


